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産学連携・試作開発促進プロジェクト ～大学・研究機器・実験機器開発のお手伝い
　「産学連携・試作開発促進プロジェクト」は、大学での研究機器の試作、実験装置の開発ニーズに、技術力ある中小企業が
応える産学連携の取り組みです。大学と“ものづくり企業”が連携し、研究シーズの具現化を図るべく活動しています。
　大学、研究機関での研究のスピードアップ、品質向上に役立てるように、部品加工から機器の設計・開発まで、中小企業
のネットワークで実現しますので、開発ニーズなどございましたら、事務局へお問い合わせください。

 （公財）川崎市産業振興財団　新産業振興課　電話044（548）4113　FAX044（548）4151
 E-mail  liaison@kawasaki-net.ne.jp　URL http://www.kawasaki-net.ne.jp/shisaku/◆問い合わせ先◆
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　工学院大学は、文明開化が到来した明治時代の1887年、工業立国を目指し、産業の中核を担う技術者を養
成するために設立された「工手学校」を前身とする大学です。建学の精神である「社会・産業と最先端の学
問を幅広くつなぐ”工”の精神」を尊重し、教育、研究に並ぶ第三の使命として社会連携・社会貢献を位置づけ、
産学官連携にも積極的に取り組んでいます。今日は、総合研究所事務次長　小山様、研究推進課　山岸様に
お話を伺いました。

左から、総合研究所 事務次長 小山様、総合研究所 所長 鷹野様、
学長 佐藤様、総合研究所 研究推進課 山岸様

【問い合わせ先】　
　工学院大学　総合研究所研究推進課
　E-mail：souken＠sc.kogakuin.ac.jp
　URL：http://www.kogakuin.ac.jp/
　　　　research/index.html
　〒192-0015　東京都八王子市中野町2665-1
　☎042-628-4940

Q：総合研究所の活動内容は？
　1993年度に設立された総合研究所は、理工学に
関する研究部門に総合文化研究部門が併設される構
成となっています。科学技術の基礎と応用、及びこ
れらが直面する人間文化的側面に関する研究を行っ
ており、その研究に基づいて本学の教育の向上に資
するとともに、本学研究者を主体とした産学共同研
究も推進しています。そして、その研究成果を社会
に還元することを目指して活動しています。総合研究
所の研究推進課は、研究の進捗管理、外部資金管理、
そして知財管理や技術移転等、産学連携に係わる活
動を行っています。

Q：産学連携の取り組みについて
　中規模理工系大学の工学院大学にとって、大学が
集中する首都圏での産学連携を効率的に実施するた
めに、選択と集中によって特徴的な活動をすること
が重要です。そこで我々は、産学連携機能の一部、
いわゆる知財本部、TLOの機能を外部に委託し、自
身でそれらを持たないことを選択しました。具体的に
は、産学連携機能のうち、出願前の発明評価、出願、
年金管理、技術移転活動等について、株式会社　知
財管理機構に委託しています。これによって専門の
弁理士による詳細な調査に基づいて出願前の評価が
できることや、第三者による外部評価のため、より
公平性が保たれることなどのほか、技術移転に関し
ても具体的なアドバイスを頂くなど、コーディネータ
的な機能についても支援を受けられることは大きなメ
リットです。
　外部委託については多様な意見はありますが、や
はり、「丸投げ」では上手く行かないと思われます。
我々は導入に当たって同社と綿密に連携を取り、特
許管理データベースの提供を受けて工学院大学が運
用しやすいように業務システムの構築も一緒に行いま
した。その結果、導入して約3年となりますが、非常
にうまく動いていると思っています。知財に関する機
能を外部に委託する一方、スタッフは研究情報を広く
産業界に知ってもらうための研究広報を中心に活動し
ています。少数スタッフでの対応のため、専門分野
の詳細にこだわった活動は難しい一方、逆に分野を
気にせずアタックすることで、研究者が想定していな
かったような意外な連携先が生まれることもあり、結

果的に、社会ニーズを研究者に伝えることもできてい
ると思われます。

Q：今後の抱負について
　産学連携は、研究成果が社会に受け入れられて初
めて成功と言えるのではないかと思います。現在の
産学連携は、研究者のシーズを社会で実現する、と
いう方向が多いようですが、我々としては、大学の主
体性を維持しながらも社会のニーズから研究を進め
る方向でも産学連携を進めて行きたいと考えていま
す。大手、中小を含めた地域の企業を支援し、地域
の発展に寄与することが、工学院大学の在り方だと
思っています。特に中小企業とは、連携の形の一つ
として、たとえば、共同で独創的な成果を創出し、
その成果に関心を持った大手企業が製品化へ進める
ようなことも出来ればと思っています。我々は規模の
大きい大学ではありませんが、逆にそれを活かし、
社会の要求に柔軟に対応できる、小回りの利く産学
連携を目指していきたいと思います。
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波力エネルギーを利用した振動発電の
可能性について教えてくださいQ

プロフィール
西村 功（にしむら  いさお）
　東京都市大学工学部建築学科教授。
博士（工学）
　専門分野は建築構造・材料。主に、
制震構造、免震構造、耐震構造、鋼
構造、振動制御等の分野を中心とし
て、積層ゴムによる免震や、アクテ
ィブ制御による制振などの研究を行
っている。
研究室サイト　
　http://nishimura-lab.jp/

図１　パッシブ型動吸振器
Cdの部分が発電装置（減衰装置）

図2　船舶に搭載したアクティブ型動吸振器による波動発電装置
U（t）がエンジンとブレーキの役目を果たす制御装置　Cdが発電装置

　持続可能な社会を築いて行くために、現在、新たなエネルギーの創出法、及び活用法について関心が高ま
っています。そこで今回は、新たなエネルギー創出法として、波の力を効果的に電気に変換する新しい振動
発電技術について、また、エネルギーの活用法として、水素の貯蔵、運搬にアンモニアを利用する燃料電池と、
それを用いた自動車について、それぞれ最先端の研究を紹介します。

日本近海は
海洋エネルギーの宝庫　
　我が国の周辺海域には膨大な量
の波動エネルギーが存在していま
す。もしも、この波動エネルギー
を電気エネルギーに高い効率で変
換することができれば、再生可能
エネルギーとして有望です。ただ、
波動エネルギーを電気エネルギー
に変換するには、技術的に解決し
なければならない様々な困難が立
ちはだかっています。
　水力発電は最も古くから実用化
された再生可能エネルギーによる
発電方法です。そこで、水力発電
と比較しながら具体的な問題を考
えてみます。雨の降らないところ
に、ダムを建設しても水力発電を
行うことはできません。同じよう
に、波動エネルギーはどのくらい、
どこにあるのかを調べることから
始めなければなりません。こうし
た観点からの研究は、ほとんど存
在しないので、ゼロからのスター
トとなります。もちろん、外洋の
方が沿岸よりも波動エネルギー密
度が高いことは容易に推定できま
すし、気象条件や海域によってこ
の値は大きく異なりますが、天候
の比較的良いときでも十分な波動
エネルギーが存在するか否かが、
実用化に向けた重要な判断ポイン
トとなります。そこで、私たちの
研究室では、伊豆七島などへ向か
うフェリーに乗船して船舶振動を
計測することにより、波動エネル
ギーの密度を観測しています。

エネルギーの蓄積方法
　次に、エネルギーをある程度蓄

える仕組みが必要です。水力発電
の場合は、大きなダムを建設する
ことにより水の位置エネルギーを
蓄えておくわけです。波動エネル
ギーの場合は、振動系にエネルギ
ーを蓄えます。従って、運動エネ
ルギーとバネのひずみエネルギー
の和が蓄積できるエネルギーの大
きさとなります。船は洋上を航行
する際に、波力を受けて揺れ始め
ます。船の揺れる振動は5秒から
10秒と非常にゆっくりとした周
期ですが、大きな振幅で振動しま
す。また、船の重量は極めて大き
く、周囲には海の水もあるので、
大きな運動エネルギーを有してい
ます。従って、エネルギーを蓄え
る装置として、船舶そのものを用
いることができるのです。水力発
電のように新たにダムを建設する
必要はないので、発電装置として
はとても有効な方法と言えるでし
ょう。外洋を航行する船舶の振動
が、船舶の推進力を得るエネルギ
ーとなるのです。

振動発電装置の仕組み　
　最後に、電気を取り出す方法が
問題です。水力発電の場合は高い
位置から水を放水することで発電
機のロータを回転させて電気を取
り出します。水力発電の場合は、
出力30万KWの発電所など大型の
発電所を作ることが可能です。ワ
ット数というのは、単位時間当た
りに水の位置エネルギーをどれだ
け電気エネルギーに変換できるの
かを示しています。しかし、1時
間で水がなくなってしまうほど水
量（蓄えたエネルギー）が少なか

ったら、30万KWの発電装置でも
役に立ちません。このように、蓄
えられるエネルギーと単位時間に
発電できる最大能力の2つに注目
しないといけないことに気づきま
す。
　波動発電の場合も、同じ意味で、
これが難しいのです。まず、どう
やって、船の振動エネルギーから
電気エネルギーを取り出せばよい
のかが、技術的に重要な鍵となり
ます。その鍵が動吸振器です（図
1）。この技術については、後ほど
詳しく説明します。もう一つ問題
となるのが、発電能力（ワット数）
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です。波動エネルギーはとてもゆ
っくりとした振動に蓄えられたエ
ネルギーなので、これを電気エネ
ルギーに変換する際に時間がかか
ります。これは、発電パワーが小
さくなってしまうことを意味して
います。波動エネルギーは沢山存
在するし、貯めることができるの
ですが、発電パワーが小さくなっ
てしまうのです。発電装置の製造
に多額の投資をすると回収するま
でに時間がかかってしまうので、
電力会社としては事業が成立しま
せん。このように、波動発電装置
の開発には経済的な問題を技術的
に解決することが求められている
のです。

動吸振器とは何か？
　さて、話を動吸振器に戻します。
動吸振器とは、主振動系（船舶の
ような振動体）に小型の質量体を
設置することで、主振動体から小
型振動体に振動エネルギーを移動
させて、主振動体の振動を低減さ
せる装置です。図1には、動吸振
器の基本的な原理を示していま
す。この動吸振器の原型は、今か
ら100年以上まえにFrahmという
人が発明しました。今では過去の
研究成果によって効率的な動吸振
器を設計することができるように
なっています。動吸振器の重量が、
主振動系の重量の1/100であった
としても、動吸振器の振幅が主振
動系の10倍あれば、蓄えられる
エネルギー量は同じです。このよ

うに、動吸振器は慣性力を使って
大型の振動体（船舶）が持ってい
る振動エネルギーを小型の振動体
に移すことができるのです。これ
は、エネルギーの密度を高めてい
ることに等しく、しかも、慣性力
を使っているので損失がほとんど
ありません。動吸振器を使うと広
く分散している波動エネルギーを
船舶のエネルギーとして集約し、
最後は小型振動装置の運動エネル
ギーとして回収することができる
のです。
　最後に、集めてきた振動エネル
ギーを減衰装置によって電気エネ
ルギーに変えてしまえば、目標は
達成できます。最後の問題が、さ
きほど説明したパワーです。

船のプリウスを作る！
　動吸振器によって波動エネルギ
ーを電気エネルギーに変換できる
ことはわかりました。しかし、再
生可能エネルギーが成功するかど
うかは経済性の問題と不可分なの
です。船を建造し、動吸振器を製
造するコストが何年で回収できる
かが、実用化への最後の関門です。
この問題を解決するには、より小
型な動吸振器で、より多くのエネ
ルギーを回収できれば良いので
す。この目的のために、私たちの
研究室では、振動制御理論を応用
したアクティブ型動吸振器を研究
しています。図2に普通の動吸振
器に制御装置を組み込んだアクテ
ィブ型動吸振器を搭載した船舶が

振動している様子を示していま
す。簡単にアクティブ型動吸振器
の原理を説明します。
　ハイブリッド車は燃費のいい車
ですが、高速道路に乗るときはア
クセルを踏みます。高速運転中は
いわば慣性運動しているのと同じ
ですから、ガソリンは必要ありま
せん。高速道路を降りるときはブ
レーキを踏みこんで最初に必要と
したエネルギーを回収します。一
連の動作では、車の速度は速くな
りましたから、目的地に到着する
時間は短縮できましたが、エネル
ギーは必要としないわけです。ア
クティブ型動吸振器の動作も全く
同じです。だから、波動発電装置
はあたかも船のプリウスを作るよ
うなものなのです。短い時間で、
より多くの波動エネルギーを電気
エネルギーに変換することのでき
る装置が、アクティブ型動吸振器
なのです。　

現状と将来
　私たちの研究室では、外洋のエ
ネルギー密度を観測するととも
に、小型のアクティブ動吸振器を
作って、振動発電の実証試験を行
っています。将来、波動エンジン
を搭載した船舶が世界を一周して
来れば、燃焼させてエネルギーを
取り出す時代から本格的な再生可
能エネルギーの時代が来たことを
示すことができると信じていま
す。
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ギーの密度を観測しています。

エネルギーの蓄積方法
　次に、エネルギーをある程度蓄

える仕組みが必要です。水力発電
の場合は、大きなダムを建設する
ことにより水の位置エネルギーを
蓄えておくわけです。波動エネル
ギーの場合は、振動系にエネルギ
ーを蓄えます。従って、運動エネ
ルギーとバネのひずみエネルギー
の和が蓄積できるエネルギーの大
きさとなります。船は洋上を航行
する際に、波力を受けて揺れ始め
ます。船の揺れる振動は5秒から
10秒と非常にゆっくりとした周
期ですが、大きな振幅で振動しま
す。また、船の重量は極めて大き
く、周囲には海の水もあるので、
大きな運動エネルギーを有してい
ます。従って、エネルギーを蓄え
る装置として、船舶そのものを用
いることができるのです。水力発
電のように新たにダムを建設する
必要はないので、発電装置として
はとても有効な方法と言えるでし
ょう。外洋を航行する船舶の振動
が、船舶の推進力を得るエネルギ
ーとなるのです。

振動発電装置の仕組み　
　最後に、電気を取り出す方法が
問題です。水力発電の場合は高い
位置から水を放水することで発電
機のロータを回転させて電気を取
り出します。水力発電の場合は、
出力30万KWの発電所など大型の
発電所を作ることが可能です。ワ
ット数というのは、単位時間当た
りに水の位置エネルギーをどれだ
け電気エネルギーに変換できるの
かを示しています。しかし、1時
間で水がなくなってしまうほど水
量（蓄えたエネルギー）が少なか

ったら、30万KWの発電装置でも
役に立ちません。このように、蓄
えられるエネルギーと単位時間に
発電できる最大能力の2つに注目
しないといけないことに気づきま
す。
　波動発電の場合も、同じ意味で、
これが難しいのです。まず、どう
やって、船の振動エネルギーから
電気エネルギーを取り出せばよい
のかが、技術的に重要な鍵となり
ます。その鍵が動吸振器です（図
1）。この技術については、後ほど
詳しく説明します。もう一つ問題
となるのが、発電能力（ワット数）
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です。波動エネルギーはとてもゆ
っくりとした振動に蓄えられたエ
ネルギーなので、これを電気エネ
ルギーに変換する際に時間がかか
ります。これは、発電パワーが小
さくなってしまうことを意味して
います。波動エネルギーは沢山存
在するし、貯めることができるの
ですが、発電パワーが小さくなっ
てしまうのです。発電装置の製造
に多額の投資をすると回収するま
でに時間がかかってしまうので、
電力会社としては事業が成立しま
せん。このように、波動発電装置
の開発には経済的な問題を技術的
に解決することが求められている
のです。

動吸振器とは何か？
　さて、話を動吸振器に戻します。
動吸振器とは、主振動系（船舶の
ような振動体）に小型の質量体を
設置することで、主振動体から小
型振動体に振動エネルギーを移動
させて、主振動体の振動を低減さ
せる装置です。図1には、動吸振
器の基本的な原理を示していま
す。この動吸振器の原型は、今か
ら100年以上まえにFrahmという
人が発明しました。今では過去の
研究成果によって効率的な動吸振
器を設計することができるように
なっています。動吸振器の重量が、
主振動系の重量の1/100であった
としても、動吸振器の振幅が主振
動系の10倍あれば、蓄えられる
エネルギー量は同じです。このよ

うに、動吸振器は慣性力を使って
大型の振動体（船舶）が持ってい
る振動エネルギーを小型の振動体
に移すことができるのです。これ
は、エネルギーの密度を高めてい
ることに等しく、しかも、慣性力
を使っているので損失がほとんど
ありません。動吸振器を使うと広
く分散している波動エネルギーを
船舶のエネルギーとして集約し、
最後は小型振動装置の運動エネル
ギーとして回収することができる
のです。
　最後に、集めてきた振動エネル
ギーを減衰装置によって電気エネ
ルギーに変えてしまえば、目標は
達成できます。最後の問題が、さ
きほど説明したパワーです。

船のプリウスを作る！
　動吸振器によって波動エネルギ
ーを電気エネルギーに変換できる
ことはわかりました。しかし、再
生可能エネルギーが成功するかど
うかは経済性の問題と不可分なの
です。船を建造し、動吸振器を製
造するコストが何年で回収できる
かが、実用化への最後の関門です。
この問題を解決するには、より小
型な動吸振器で、より多くのエネ
ルギーを回収できれば良いので
す。この目的のために、私たちの
研究室では、振動制御理論を応用
したアクティブ型動吸振器を研究
しています。図2に普通の動吸振
器に制御装置を組み込んだアクテ
ィブ型動吸振器を搭載した船舶が

振動している様子を示していま
す。簡単にアクティブ型動吸振器
の原理を説明します。
　ハイブリッド車は燃費のいい車
ですが、高速道路に乗るときはア
クセルを踏みます。高速運転中は
いわば慣性運動しているのと同じ
ですから、ガソリンは必要ありま
せん。高速道路を降りるときはブ
レーキを踏みこんで最初に必要と
したエネルギーを回収します。一
連の動作では、車の速度は速くな
りましたから、目的地に到着する
時間は短縮できましたが、エネル
ギーは必要としないわけです。ア
クティブ型動吸振器の動作も全く
同じです。だから、波動発電装置
はあたかも船のプリウスを作るよ
うなものなのです。短い時間で、
より多くの波動エネルギーを電気
エネルギーに変換することのでき
る装置が、アクティブ型動吸振器
なのです。　

現状と将来
　私たちの研究室では、外洋のエ
ネルギー密度を観測するととも
に、小型のアクティブ動吸振器を
作って、振動発電の実証試験を行
っています。将来、波動エンジン
を搭載した船舶が世界を一周して
来れば、燃焼させてエネルギーを
取り出す時代から本格的な再生可
能エネルギーの時代が来たことを
示すことができると信じていま
す。


